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参考資料－１

公共事業箇所評価の概要及び昨年度からの変更点について

１ 評価制度の全体における位置づけ

○ 県財政は依然として厳しい状況にあることから、限られた財源の効率的・効果的な

活用が求められており、また、地方分権の進展に伴い、地域の実情に即した特色ある

地域づくりを進める必要があり、評価結果に基づく施策・事業の適切な選択が重要と

なっている。

○ このため、本県では、施策・事業の効果を点検し、施策運営にフィードバックする

政策評価制度を平成１０年度に導入し、平成１４年度には同制度を条例化した上で、

県政運営の基本システムとして位置づけている。

○ 知事部局や教育庁等では評価を行った後、その結果の妥当性等を「秋田県政策評価

委員会」に諮問しており、このうち、専門性の高い公共事業と試験研究開発を目的と

する事業については、それぞれ「公共事業評価専門委員会 「研究評価専門委員会」」

で調査・審議している。

○ 県の評価制度全体の体系図は 別添資料－１「知事が行う政策等の評価の体系」の

とおり。

２ 公共事業箇所評価の対象
公共事業箇所評価の対象は次のとおりであり、いずれの箇所評価も災害復旧、維持修

繕に関わるものは対象外としている。

（１）新規箇所評価

、 。・県が新たに実施しようとする公共事業で 総事業費１億円以上の事業箇所が対象

（２）継続箇所評価

・県が継続して実施している公共事業で、国庫補助事業と５億円以上の県単独事業

の事業箇所が対象。

・実施年度は、原則として、国庫補助事業の所管省庁が定める再評価の実施年度と

する （県単独事業については国土交通省の実施年度に準拠 ）。 。

・その他、総事業費を３割以上増加させる必要が生じた年度、社会経済情勢等の急

激な変化により見直しの必要が生じた年度には、原則的なサイクルによらず評価

の対象とする。

・さらに、継続箇所評価実施後３年継続時（３年目）には、評価基準点の確認を行

い委員会へ報告する。その評価基準点が、前回評価から５点以上増減した箇所や

前回との比較が困難な箇所は、原則的なサイクルによらず評価の対象とする。

【所管省庁が定める再評価の実施年度】

○農林水産省生産局及び農村振興局所管事業

・採択後５年経過（６年目）及び継続評価後５年経過（６年目）した事業箇所。

○林野庁所管事業

（ ） （ ） 。・採択後５年経過 ６年目 及び継続評価後１０年経過 １１年目 した事業箇所
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○水産庁所管事業

・採択後５年経過（６年目）及び継続評価後５年経過（６年目）した事業箇所。

・海岸事業で、１０年経過（１１年目）の事業箇所。

○国土交通省

・事業採択後５年間継続（５年目）及び継続評価後５年継続（５年目）した事業箇

所。

・採択前の準備・計画段階で５年継続（５年目）した事業箇所

（３）終了箇所評価

・県が実施した公共事業のうち、総事業費が１０億円以上の事業箇所が対象。

・実施年度は、事業が終了した日から２年経過した日の属する年度。

３ 公共事業評価専門委員会について

（１）専門委員会の設置について

○ 評価の客観性及び信頼性をより一層向上させるため、評価制度や評価結果等に対し

て、外部の第三者の視点で検証する機関として外部委員会を設置している。

、 、「 」○ 公共事業評価の場合 他の評価に比べて専門性が高いことから 政策評価委員会

とは別に「専門委員会」を設置している。

○ 専門委員の就任に当たっては、土木工学、農学、林学、地域経済、交通、環境等を

専門分野とする方々のほか、県民の視点からも審議していただくため、公募委員を含

め、幅広い分野の方にお願いしている。

○ また、男女共同参画を推進するため、女性の登用を積極的に行っている。

（２）専門委員会の概要について

①委員会名称 秋田県公共事業評価専門委員会

②所管部課名 建設交通部建設交通政策課

③設置日 平成１０年１１月１３日

（平成１４年４月１日に「秋田県公共事業再評価審議委員会」から

現名称に変更）

④設置根拠 秋田県政策等の評価に関する条例

⑤委 員 長 第１回委員会にて選出

⑥委員構成 １０名（うち女性委員４名 構成比４０％）

⑦任 期 平成２０年５月２４日～平成２２年５月２３日（２年間）

※専門委員名簿は 別添資料－２ のとおりです。
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４ 評価の実施方法等について

（１）評価の実施フロー

○ 実施フローは 別添資料－３ 公共事業箇所評価フロー のとおり。

（２）評価の観点について

■新規箇所及び継続箇所評価の観点

新規箇所評価及び継続箇所評価は 必要性 緊急性 有効性 効率性 熟、「 」、「 」、「 」、「 」、「

度」の各観点から、事業種別毎に定めた基準に基づき点検し、さらに社会経済状況の

変化等を踏まえ、総合的に行う。

■終了箇所評価の観点

終了箇所評価は「有効性 「効率性」の観点から、社会経済状況の変化等を踏ま」、

え、総合的に行う。

（３）各観点別の評価項目について

■新規箇所及び継続箇所評価の項目

評価の観点 評 価 の 具 体 的 基 準

必要性の観点 県民ニーズへの適合、県実施の妥当性、上位計画との適合など

事業の必要性について評価

緊急性の観点 交通事故、災害発生状況などの災害発生の危険度や事業の緊急

度など、緊急性について評価

、 、有効性の観点 事業実施による成果や整備効果の発現 県民満足度の実績など

事業の有効性について評価

効率性の観点 費用対効果（費用便益比）や事業効果の早期発現、代替案の有

無、コスト縮減の取組みなど、事業の効率性について評価

、 、 、熟度の観点 新規事業に関する事業要望 地元合意 地域への説明状況など

（新規箇所） 計画の熟度について評価

熟度の観点 継続事業に関する地域の協力体制や事業進捗の状況など、事業

（継続箇所） の実施状況について評価

■終了箇所評価の項目

評価の観点 評 価 の 具 体 的 基 準

有効性の観点 住民満足度の状況、事業目標の達成状況

効率性の観点 事業の経済性の妥当性（費用便益比、コスト縮減の状況）
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５ 昨年度からの制度改正点

平成１９年度までは、国の評価制度に合わせた「再評価」と、県独自の「継続評価」

を併用しており、多くの事業で２年ないし３年間隔で評価を行っていたが、よりポイン

トを絞った効率的な評価制度とするため、平成１９年度第２回専門委員会で確認した内

容に基づき、次のとおり制度を改めることとした。

・ 継続箇所評価を、従前の「再評価」に一本化した上で、評価対象案件を絞り込むと

ともに、評価サイクルの間隔を伸ばした補完として、継続評価実施後３年目に評価基

準点の確認を行う。

・ 評価基準点の確認において、点数の増減が５点以上の事業箇所は、継続箇所評価の

の対象にすることとしており、ポイントを絞ったより効率化な制度運用とする。

【平成１９年度】

継続箇所評価 ①再 評 価

対 象 国庫補助事業すべて

実施年度 原則５年サイクル（詳細は２の（２）のとおり ）。

そ の 他 １０年度から国の制度により実施。

②継続評価

対 象 総事業費５億円以上の国庫補助事業及び県単独事業

実施年度 着手後２年経過(３年目)、再評価を実施後３年目

そ の 他 １４年度から県独自の取組として実施。

↓

【平成２０年度】

継続箇所評価 対 象 国庫補助事業すべて及び総事業費５億円以上の県単

独事業

実施年度 原則５年サイクル（詳細は２の（２）のとおり ）。

そ の 他 継続箇所評価を実施後３年目に評価基準点の確認を

行い±５点以上の事業箇所は評価の対象とする。
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別添資料－１

知事が行う政策等の評価の体系

■評価の種類・対象等

～ ○秋田２１総合計画の２０政策政策評価

中間評価

（教育委員会が所管する政策を除く）

～ ○あきた２１総合計画の６７施策施策評価

中間評価

（教育委員会が所管する政策を除く）

～ ○予算事業事業評価

目的設定

中間評価

（大規模事業、ソフト事業等）事後評価

～ ○補助事業及び単独事業公共事業箇所評価

（農林水産部及び建設交通部所管）

新規箇所評価 ～ ○新規要望箇所

継続箇所評価 ～ ○継続実施箇所

終了箇所評価 ～ ○事業終了箇所

～ ○試験研究開発課題研究課題評価

■評価の体系

○政策を構成する施策の優先性の検討政策 政策評価

(２０)

○施策の効果的な推進施策 施策評価

(６７)

事業 事業評価

（約９５０） →〔目的設定〕○必要性・有効性の考察

↓

〔中間評価〕○効果的で効率的な事業の推進

↓

〔事後評価〕○将来の類似事業の企画立案

施設等の効果的・効率的な利活用
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別添資料－２

秋田県公共事業評価専門委員名簿

平成２０年５月２４日

氏 名 所 属

片 野 登 秋田県立大学生物資源科学部教授

木 村 一 裕 秋田大学工学資源学部教授

佐 藤 悟 秋田工業高等専門学校准教授

進 藤 利 文 (財)秋田経済研究所専務理事・所長

高 橋 真由美 公募委員

立 川 史 郎 岩手大学農学部教授

舘 岡 美果子 農家民宿「果夢園」経営

長谷川 キクノ 秋田県美容生活衛生同業組合副理事長

端 憲 二 秋田県立大学生物資源科学部教授

松 橋 雅 子 Ｍｓ設計室主宰'

【五十音順】
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別添資料－３

秋田県公共事業評価体系

ス タ ー ト

公 共 事 業 箇 所 評 価

新規箇所評価 継続箇所評価 終了箇所評価

１次評価の実施 評価の実施 評価の実施

（所管課長） （所管課長） （所管課長）

２次評価の実施

（総合政策課長）

財政課長

意 見

最終評価の実施

（新規箇所選定会議）

公 共 事 業 評 価 専 門 委 員 会 に よ る 調 査・審 議

（外部の第三者の視点で評価結果を検証）

評価結果を当該事業の対応方針に反映 評価結果を同種事業へ反映

翌年度以降の予算編成時の 維持管理や利活用に関する

検討資料として活用 検討資料として活用
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